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1. 問題の所在















法 34 条 ② 2）は、「内国法人がその役員に対して支給する給与の額のうち不相当に高額な部分
4 4 4 4 4 4 4 4 4
の金額として政令で定める金額
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
は、その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上









1） 法人税法上、中小会社は次のように規定されている。すなわち、資本金 1 億円以下の会社が中小会社である（租税
特別措置法 42 の 4 条⑥））。この資本金額を超える企業が、すなわち法人税上の「大会社」である。他方、会社法





4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
（報酬［給与相当分］、賞与、退職金）
4 4 4 4 4 4 4 4 4 44 4 4 4 4 4 4 4
については
4 4 4 4 4
損金不算入の立場である
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。しかし、
法 34 条①では 3
4
つの例外規定
4 4 4 4 4 4
（定期同額、事前届出、利益連動）
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
を設け、この例外規定に該当すれば“損金算入”
となる。つまり、元来、役員給与は“損金不算入” 項目なのである。
3） 「法人税法 34 条第 2 項に規定する政令で定める金額とは次に掲げる金額である。
　令 70 条①
一　次に掲げる金額のうちいずれか多い金額
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②　その内国法人の同種の事業を営む法人でその事業規模が類似するものの役員に対する
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
給与の支給の状況等












4 4 4 4 4 4 4 4
にかかる規定 4）は、当該法人税法第 34 条②のみであり、そこには
大会社、中小会社の区別はない
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2. 過大役員給与損金不算入に関する判例等
以下に 3 つの代表的な判例等を取り上げる 8）。
①　「役員報酬適正額は、売上金額と売上総利益の各増加率を加味して判断するのが相当で
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
あるとされた事例
4 4 4 4 4 4 4 4
（傍点は筆者）」
最高裁 平成 9 年 3 月 25 日第三小法廷判決―平成 7 年（行ツ）第 110 号（法人税更生処分取消等請
求上告事案）9）―
主たる争点は、原告が訴外 A 及び B に支払った役員報酬が類似会社の役員報酬に照らして
不相当に高額であるとして損金不算入としたことの適否及び裁決固有の瑕疵の有無に関する事
案。
判旨は、原告の請求を棄却。A 及び B に対して類似法人の報酬額を参考に適切な報酬額を
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
算定し、それを超える金額を損金不算入とした
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。類似法人については、同地域の同業種、同規
模の企業を抽出し、そこでの売上総利益、売上高、使用人の給与の支給状況を参考に判断して
いる。つまり、令 70 条①（当時は令 69条）に沿った判決といえよう。















8） 平成 18 年の法人税法の大改正により、役員給与に関する事項が大きく改められた。このため役員報酬の過大報酬に
関する事案例は、それ程多くはない。このため、先にも述べたが国税審判・採決事例も参照することとする。
9） 大森（［2005］,194 頁）。
10） その他、若干、古いが同様の判決に、イ. 名古屋地裁平成 8 年 3 月27日判決（税務訴訟資料 215 号 ,1131 頁）『役
員報酬が類似法人の平均値の 2.5 倍を超えるから過大であるとされ、その適正額は売上金額の伸び率を超えないとさ




















2014 年 6 月 25 日、朝日新聞 朝刊には、世界の自動車メーカートップの報酬額が掲載され
ており、それによると、日本を代表する自動車メーカーである N 社の G 氏の 2013 年度の役員
報酬は 9 億 9,500 万円であったようである。その際、N 社の純利益は 3,890 億円であった。
他方、N 社と比べればはるかに高収益を出している T 社のトップ、T 氏のそれは、2 億 3,000
万円（約半分が役員賞与である）で、同じくその際の純利益は 1 兆 8,2321 億円。また同様に、H
社のそれは各々 1 億 5,000 万円（役員賞与分が 4,800 円含まれている）、5,741 億円（純利益）であった
という 14）。
また、一時期、世界的な電機音響メーカーであった S 社は、最近、電機部門の不振が続き、
2013 年度は 1,283 億円の赤字（連結純損失）であったにもかかわらず、H 社長の報酬は、3 億 5,920
万円（内 1 億 7,520 万円がストックオプション）であったことが判明し、その他、単体決算で最終利
益が赤字であったにもかかわらず、1 億円以上の役員報酬を支給している企業が東京 E 社、半
導体電子部品メーカー A 社と 2 社あったことが報じられていた 15）。
N 社の有価証券報告書では G 社長の報酬について、「…平成 20 年 6 月 25 日開催の第 109 回
定時株主総会の決議により年額 29 億 9,000 万円以内とされており、その範囲内で、企業報酬
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
のコンサルタント、タワーワトソン社による大手の多国籍企業の役員報酬のベンチマーク結果






14） ちなみに、その他世界の自動車メー カーのトップの報酬額をみるとフィアットの CEO が 31 億 2,000 万円の報酬を得て、
その際の純利益は 2,800 億円、またフォー ドの CEO は、同様に 23 億 6000 万円、7,510 億円、フォルクスワーゲンの
会長の 21 億 3,000 万円、1 兆 2,960 億円、GM の CEO が 14 億 7,000 万円、3,960 億円、ダイムラーの会長が、11
億 5,000 万円、9,400 億円である。
15） 2014 年 6 月28日付け「日刊 ゲンダイ」より要約。なお、S 社の有価証券報告書では、若干、新聞報道とは異なるが、
H 社長の報酬は 1 億 8,000 万円、他ストックオプションが 20 万株付与されていることが述べられている。
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る 16）。N 社の有価証券報告書によれば、他の 4 名の取締役の合計額
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
が 5 億 1,800 万円であり、
G 氏の報酬額の約 52% に留まっていることを考えれば、まさに、G 氏 1 人の貢献により N 社
が事業を営んでいるかのようにも見受けられる。
他方、T 社の有価証券報告書によるとその支給方針は、「…（当社の）役員報酬額は、平成







4 4 4 4 4







「…第 361 条第一項（取締役の報酬等）並びに第 379 条第一項、第二項（会計参与の報酬等）の
規定にかかわらず、執行役等の個別の報酬等の内容を決定する





億 4,700 万円・役員退職金含］、セガサミー H・D の S 氏［6 億 3,500 億円］である（日刊ゲンダイ 2014 年 6 月26日付）。




















出する議案の調査権（会法 384 条、会社法施行規則 106 条）等があり、もし、こうした監査役会の
機能が有効に働いていれば N 社 20）のトップの報酬が同業他社と比べて異常な金額であり、ま
たトップ 1 人が他の取締役の報酬総額と比し約 2 倍の報酬額を得るということはなかったであ
ろう。換言すれば、わが国の社会通念 = 常識の域を超えることはなかったのではないか。
ちなみに N 社の G 氏は、自らの報酬額について株主総会で「…事業成績や同業他社の分析



















4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ものと、大会社のものとに、その適用を分けるというやり方

















4 4 4 4 4
、充分なるガバナンス機能
4 4 4 4 4 4 4
が働いているものと考えられ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、また信じられている













































成 9 年の 467 万円をピークに平成 24 年の 408 万円まで、この 15 年間、収入ベースで一貫して
下がり続けている 25）。にもかかわらず、役員は、こうしたサラリーマンの収入減に対してもあ
る一定の報酬額を受け取っている。
N社は、2012年度の使用人平均年収は699万円（従業員数 23,605人、平均年齢 42.6歳、当期純利益 3,424
億円）、2013 年度は 766 万円（同 23,085 人、同 42.8 歳、同 3,890 億円）であった。使用人の平均年収
では約 12% の伸び率であった。ただ、純利益も約 13%、伸びてはいる。
なお、これら使用人の平均年収額を N 社 G 氏の報酬額と比較してみれば、G 氏の報酬額は、
使用人の平均年収の約 130 倍にもなることに驚きを感じせざるを得ない。
一方、T 社はどうか。
T 社の 2013 年度の使用人の平均年収は、約 795 万円（従業員数 68,240 人、平均年齢 38.8 歳、当期
純利益 1 兆 8,231 億円）であり、T 社長の報酬額と比較すれば、約 29 倍程度に留まる。
また、同業の H 社は、2013 年度、使用人の平均年収は約 766 万円（従業員数 23,467 人、平均年












4 4 4 4 4 4 4 4




4 4 4 4 4 4 4 4
”については、議論のあるところであり、それは各企
業の判断を待たねばならない。ただ、先ほども述べたように、ここでは“社会通念上




26） ちなみに 2 期連続赤字の S 社の 2013 年度の使用人平均年収は 885 万円（従業員数 140,900 人、平均年齢 42.5 歳、1,283
億円の赤字）であり、役員報酬と使用人のそれとの倍率は約 40 倍である。
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4 4 4 4 4 4 4 4 4
である。
（1）で示した使用人の平均給与と間の倍率の妥当性
4 4 4 4 4 4
、 また（2）売上利益率の伸び率の多寡
4 4 4 4 4 4

























 ・ 石村耕治編『現代税法入門塾 < 第 5 版 >』清文社 ,2010 年 4 月。
 ・ 今井　康雅著『Q&A 判断に迷う法人税実務 役員給与』税務経理協会 ,2012 年 4 月。
 ・ 大森　健（稿）『法人税精選重要判例詳解』税務経理協会 ,2005 年 4 月。
 ・ 岡村　忠生著『法人税法講義』成文堂 ,2004 年 12 月。
 ・ 川田 剛著『基礎から学ぶ法人税法 < 五訂版 >』（財）大蔵財務協会 ,2009 年 7 月。
 ・ 北野弘久著『現代企業税法論』岩波書店 ,2000 年 5 月。
 ・ 品川　芳宣著『役員報酬の税務事例研究－報酬・賞与・退職給与の判決等の集大成－』財経詳報社 ,2003 年 8 月。
 ・ 税務経理協会編『法人税精選重要判例詳解』税務経理協会 ,2005 年 4 月。
 ・ 税理士法人プライスウォーターハウスクーパース編『精選 法人税重要事例 400』税務研究会出版局 ,2008 年
5 月。
 ・ （財）日本税務研究センター編『新会社法と課税問題』 武田 昌輔（稿）「役員報酬・役員賞与等」財経詳報社 ,2006
年 6 月。
 ・ 富岡幸雄著『税務会計学原理』中央大学出版部 ,2003 年 9 月。
 ・ 山本守之著『体系 法人税法』税務経理協会 ,2012 年 9 月。
 ・ 国税庁 H・P。
― 11 ―
